国庫補助事業

平成25年度　公益財団法人日本体育協会　公認スポーツ指導者制度
公認指導員専門科目
競技別指導者資格養成講習会開催要項
１．目　的　　国内の全国大会出場レベルの選手を指導できる指導者の養成
２．主　催　　公益財団法人日本体育協会、公益財団法人全日本柔道連盟

３．主　管　　都道府県体育協会、都道府県柔道連盟（協会）、公益財団法人講道館
４．後　援　　都道府県教育委員会

５．開催期間

（1） 専門科目：集合講習30時間
　　講道館で実施する
1 平成25年8月中旬～下旬にかけて　3泊4日で行う
＊受付12：00～・開講式12：30～予定
②　共通科目：自宅学習35時間　※共通科目Ⅰ（通信講座）
６．会　場（専門科目）
講道館　

〒112‐0003東京都文京区春日1‐16‐30

全日本柔道連盟事務局：℡03-3818-4199／防災センター：℡03-3818-4813　 

①JR・「水道橋」駅徒歩10分

②都営地下鉄・三田線または大江戸線「春日」駅すぐ上

③東京メトロ・丸の内線または南北線「後楽園」駅徒歩5分

7． 受講者資格
（1） 平成25年4月1日現在、満22歳以上であること。
（2） 都道府県柔道連盟（協会）等より推薦された、原則として柔道四段以上の意欲あるもので、全日本柔道連盟が認めた者。
（3） 全日本柔道連盟の講習会（専門科目課程）および日本体育協会が実施する共通科目課程のいずれも履修可能な者。
（4） 受講者数は40名程度とする
８.受講者の決定

　　日本体育協会へ提出した申込書などの関係書類に不備がない者を受講者として内定し、学校法人日本放送協会（NHK学園）または全日本柔道連盟を通じて本人に通知する。
（1） 受講有効期限

①専門科目：受講有効期限は４年間となっております。有効期限内に共通・専門の各講習会を受講し、検定に合格する必要があります。有効期限内に終了とならなかった場合は、受講有効期限切れとなり、受講資格が失効しますのでご注意下さい。（受講の手引き参照）

※専門科目養成講習会が、開催受講人数に満たなかった等の理由で開催中止となった年も４年間にカウントされますのでご了承下さい

②共通科目：指導員共通科目（通信講座）の受講期間は1年間です。

テキストによる学習の成果を課題により検定し、合否を判定します。

年度内に1回再検定を実施しますが、再検定で不合格になった場合、翌年度以降再受講者として再度お申し込みをしていただき、新たに受講していただくことになります。（別途再学習料金：\17,500）
（2） 受講取消し
受講者としてふさわしくない行為があったと認められるときは、日本体育協会の指導者養成委員会で審査し、受講が取り消される。

９.　検定試験・審査

講習に基づく検定・審査は、共通科目と専門科目に区分して実施する。

（1） 専門科目における検定は、技能検査を主体に筆記試験等を加えた総合判定とし　　全日本柔道連盟教育普及委員会において審査する。
（2） 共通科目における検定は、通信教育（NHK学園）課題検定による判定とし　　　　　日本体育協会において審査する。
（3） 共通科目、専門科目のいずれもの検定に合格した者を「公認指導員養成講習会修了者」として認める。
１０．登録及び認定
（１）共通科目及び専門科目の検定に合格し、その後指導者登録（登録申請書の提出
および登録料の納入）を完了した者に、日本体育協会公認指導員「認定証」及び「登録証」を交付する。

（２）資格の有効期限は、4年間とし、本資格を更新しようとする者は、有効期限内に日本体育協会又は当該中央競技団体の定める研修を受けなければならない。（ただし、既に公認スポーツ指導者資格を有する者については、既所有の有効期限となる）
１１．講習会受講料

　　　　受講料： 35,700円（共通科目21,000円、専門科目14,700円）

（1） 専門科目受講料：全日本柔道連盟からの受講者内定通知到着後に、全日本柔道連盟へお振り込みのこと。※受講料（または免除審査料）を納入いただきました後は、原則として返金はできません。予めご了承下さい。
　　（２）共通科目受講料：ＮＨＫ学園からの教材到着後、同封されている振込書類をご確認の

上、ＮＨＫ学園へお振込みのこと。
※免除・資格審査料等については、別に定める。（受講の手引き参照）

１２．講習会における必携品：筆記用具、柔道衣、他
１３．その他

問い合わせ先
公益財団法人　全日本柔道連盟
総務課　総務係　前田
Tel：03-3818-4199
Fax：03-3812-3995
e-mail：r-maeda@judo.or.jp
ご確認下さい


日本体育協会では2013年（平成25年）より国民体育大会における監督への公認スポーツ指導者資格義務付けを実施いたします。


全日本柔道連盟におきましては、国体柔道競技の種別の監督は日本体育協会＊公認指導員以上の資格を有する者でないと監督となれません。


平成25年度の国体監督予定者で、公認指導員以上の資格がない場合は、平成25年度の公に指導員養成講習会を必ず受講することを前提に認めております。


平成26年度以降は、資格のない者は監督として認められません。


＊指導員・上級指導員・コーチ・上級コーチ　いずれかの資格を有するもの








